
附属明細書
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

建 物 11¶649¶945¶962 2¶692¶619¶561 70¶532¶685 14¶272¶032¶838 3¶650¶895¶085 800¶076¶278 1¶581¶606 0 0 10¶619¶556¶147

構 築 物 1¶079¶712¶189 72¶602¶722 6¶778¶800 1¶145¶536¶111 436¶319¶312 68¶737¶796 0 0 0 709¶216¶799

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 装 置 45¶916¶469¶763 10¶137¶706¶044 746¶116¶743 55¶308¶059¶064 35¶756¶474¶701 6¶371¶481¶073 1 0 1 19¶551¶584¶362

車両運搬具 11¶407¶497 0 0 11¶407¶497 7¶822¶408 1¶729¶374 0 0 0 3¶585¶089

工具器具備品 44¶975¶291¶751 73¶578¶675¶817 1¶953¶599¶087 116¶600¶368¶481 43¶882¶537¶000 16¶041¶637¶956 3¶043¶273 0 3¶043¶273 72¶714¶788¶208

計 103¶632¶827¶162 86¶481¶604¶144 2¶777¶027¶315 187¶337¶403¶991 83¶734¶048¶506 23¶283¶662¶477 4¶624¶880 0 3¶043¶274 103¶598¶730¶605

建 物 178¶132¶888¶855 207¶440¶299 31¶336¶348 178¶308¶992¶806 56¶432¶899¶809 7¶020¶166¶715 230¶740¶582 0 0 121¶645¶352¶415

構 築 物 9¶535¶760¶295 60¶557¶562 0 9¶596¶317¶857 4¶771¶977¶828 443¶675¶677 0 0 0 4¶824¶340¶029

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

機 械 装 置 86¶348¶580¶257 74¶760¶000 1¶250¶953¶716 85¶172¶386¶541 61¶884¶483¶103 7¶952¶512¶019 35¶311¶839 0 0 23¶252¶591¶599

車両運搬具 6¶702¶634 0 0 6¶702¶634 6¶699¶753 2¶981 0 0 0 2¶881

工具器具備品 10¶495¶016¶012 139¶458¶184 502¶778¶372 10¶131¶695¶824 9¶203¶555¶809 556¶275¶339 0 0 0 928¶140¶015

計 284¶518¶948¶053 482¶216¶045 1¶785¶068¶436 283¶216¶095¶662 132¶299¶616¶302 15¶972¶632¶731 266¶052¶421 0 0 150¶650¶426¶939

土 地 54¶631¶065¶235 0 0 54¶631¶065¶235 ` ` 0 0 0 54¶631¶065¶235

図 書 791¶636¶795 3¶497¶190 17¶566 795¶116¶419 ` ` 0 0 0 795¶116¶419

非 償 却 資 産 建設仮勘定 65¶165¶643¶692 8¶422¶242¶896 70¶483¶168¶000 3¶104¶718¶588 ` ` 0 0 0 3¶104¶718¶588

その他の有形
固定資産

27¶150¶000 0 0 27¶150¶000 ` ` 0 0 0 27¶150¶000

計 120¶615¶495¶722 8¶425¶740¶086 70¶483¶185¶566 58¶558¶050¶242 ` ` 0 0 0 58¶558¶050¶242
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７．国庫納付等が行われた年月日
平成24年３月30日（国庫納付）
平成24年12月17日（地方公共団体出資及び民間出資に係る払戻し）

８．減資額
政府出資金 668¶530¶943円
地方公共団体出資金 36¶416¶504円
民間出資金 304¶802円
民間出資に係る不要財産の払戻しのうち、残り146¶560円については、払戻しが行われていな

いため、６．～８．の記載をしておりません。
．重要な債務負担行為
翌年度以降に支払いを予定している重要な債務負担行為は以下の通りであります。
放射光共用施設整備費 194¶978¶000円

．重要な後発事象

該当無し

．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報

「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成24年１月20日閣議決定）に基づき、研

究開発の特性に応じた制度が構築されることに併せて、独立行政法人物質・材料研究機構、独立行

政法人防災科学技術研究所、独立行政法人科学技術振興機構及び独立行政法人海洋研究開発機構と

統合されることとなっておりましたが、「平成25年度予算編成の基本方針」（平成25年１月24日閣議決

定）において、当面凍結し、引き続き検討することとなっております。

�
š


		2013-11-17T14:38:22+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




